






























































   














うち女性教員 16,548名（うち女性教師率 54.6％）。 
・1969年＝福岡県全小学校教師総数 13,309名（うち女性教師 8,276名）。 
・1970年＝長野県女性教師 1,768名、昭和 46年＝女性教師 8,276名（全国女性教師率が最少の県 24.7％）。 
・1979年＝東京都女性教師 22,274名。 
・1980年＝長野県女性教師 2,296名、男性教師 4,233名。 
・1984年＝東京都女性教師 19,812名。 
・1986年＝山口県女性教師 2,787名、男性教師 1,728名。 
・1986年＝長野県女性教師 2,494名、男性教師 3,842名。 

























2009年 10月実施）、「千葉市学校教育に関する意識調査報告書―平成 2007年 9・10月実施
―」（千葉市教育委員会、2008年 2月）、「福井県教員意識調査の結果」（教育・文化ふくい
創造会議（第二次会議：第 2回）、2007年 12月）、あるいは「教員意識調査・保護者意識
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地区別 総数 男性 女性 女性比率 
（1） 広島県 538 348 190 35.3％ 
（2） 大分県 305 201 104 34.1％ 
（3） 沖縄県 268 178 90 32.0％ 
（4） 栃木県 390 266 124 31.8％ 
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（5） 富山県 199 136 63 31.7％ 
【下位】      
（43） 長野県 385 340 45 11.7％ 
（44） 熊本県 407 361 46 11.3％ 
（45） 宮崎県 245 220 25 10.2％ 
（46） 北海道 1213 1095 118 9.7％ 
（47） 鹿児島県 565 515 50 8.8％ 














































































































10 年間（1997～2006 年）の新規採用者の 1 年目退職者数とその割合を、全国レベルで見ると、1997
年は全体の 0，22％に過ぎなかったが、2006 年には 135％に上昇し、その増加率は 10 年間で 6，1 倍
にもなっている。この数字を一般企業に勤めた若者の 1 年後退職率の変化と比較して見ると、やはり
1986年の 11％から 2004年の 15％へと漸増傾向にあるが、しかしその比率は必ずしも急増していると
は言えない。むしろ教師の退職率の方が異常なほど増加傾向を示しているのである。なぜ初任教師の 1












2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 
不採用 1 1 4 1 7 2 4 1 
依願退職 33 52 94 107 172 198 281 293 
（うち不採用決定者） n/a n/a 13 10 15 16 14 12 
（うち病気による者） 5 14 15 10 61 65 84 103 
死亡 2 1 2 1 5 6 5 5 
分限免職 0 0 0 0 3 0 1 0 
懲戒免職 3 1 2 2 4 3 4 2 
合  計 39 55 102 111 191 209 295 301 









表 4 教職継続希望率・非継続希望率の比較分析 
番号 調査地区別 調査年度別       継続希望率   非継続希望率      備考 
① 東京都 1969年（昭和 44年）   97.3％      2.7％ 
② 長野県 1970年（昭和 45年）   83.8％     16.2％ 
③ 福岡県 1971年（昭和 46年）   85.9％     14.1％ 
④ 東京都 1979年（昭和 54年）   97.3％      7.7％ 
⑤ 長野県 1960年（昭和 55年）   85.7％     14.3％ 
⑥ 東京都 1984年（昭和 59年）   91.4％      8.6％ 
⑦ 山口県 1986年（昭和 61年）   94.9％      5.1％ 
⑧ 長野県 1986年（昭和 61年）   91.9％      8.1％ 





1990年                37.5％（強く感じる・少し感じる） 
1996年                40.9％（強く感じる・少し感じる） 
2000年                46.0％（強く感じる・少し感じる） 
⑪ 「全日本教職員
組合」調査 
2002年                53.4％（忙しすぎる 37,4％） 
（1,006人対象）               （体が持たない 24,8％） 
⑫ 「ベネッセ未来
教育センター」 
2002年               63.7％（１回でもやめたいと思った） 
13都道府県の小学校教諭 550人 
⑬ 朝日新聞 2003年 4月 20日           53.4％（よく思う：13,6％） 





2006年     2006年の小学校教員の離職者数は：14,812人 
         定年：67.0％、病気：2.6％、死亡：1.5％、転職：8.2％、 









2007年 10月   「仕事にやりがいを感じる」 
           5点満点で平均 4.23点 
        「仕事が忙しすぎて、ほとんど仕事だけの生活になっている」 

















2006年 5月 1日現在 全国平均 7.3％、男性 4.8％ 女性 9.6％ 
1）山梨県 15.9％  教員採用倍率 6.8倍   2009年度文部科学省調査 
2）愛媛県 14.7％  教員採用倍率 2.8倍   2009年度文部科学省調査 
3）福岡県 14.0％  教員採用倍率 7.4倍   2009年度文部科学省調査 
4）奈良県 13.7％  教員採用倍率 3,9倍   2009年度文部科学省調査 5） 





これが 2007年度には 293名へと、実に 9倍近くに増加している。最も高いのが 22歳、23歳、24歳で、







中でも「病気を理由」とする依願退職者が 2000年度の５名から 5年後の 2005年度には 65名、2007
年度には 103名へと実に 20倍に急増している。この異常なほどの離職の原因は何であろうか。 
さらに「在職中に死亡した教師の人数」は、2005年度 612人、2006年度 594人、2007年度 642人、










































































8,976人（回収数 8,059人）と保護者 1万 4,160人（同 6,723人）を対象に意識調査を行い、平均点を
算出、中央教育審議会の「教職員給与の在り方に関する作業部会」に中間報告した。この報告によると、






















































満 80％、30代 75％に対し、40代 67％、50代以上 59％と中高年で急降下し、「今の仕事を続けたいか」
も、30歳未満、30代とも 76％、40代 74％だったのが、50歳以上で 55％と急落、さらに「今の仕事
15 
 















































































































































                                                   
① 「教師に求められる具体的な資質能力」としては、①生徒や教育の在り方に関する適切な理解（生徒 






邦大学教養紀要』第 24号、1992年、あるいは「現代教員の社会的交流関係の分析―東北六県の公        
立小学校を中心に―」『社会学論叢』132号、1998年などを参照されたい）。 





















「小学校高学年」で 26.1％、「非常に不満である」が「公立中学校」で 8.0％であった。 
⑨  佐々木邦道・保坂亨・明石要一「初任者教員のモチベーション研究Ⅰ―1年間の変容の軌跡―」『千
葉大学教育学部研究紀要』第 58巻、2010年、p.29。 
















                                                                                                                                                                        






⑱ 朝日新聞、2011年 9月 26日。この調査は、社団法人「国際経済労働研究所」（大阪市）と日本教職
員組合との共同調査で、全都道府県の小中高校、特別支援学校の日教組組合員からの回答である。 
⑲ 琉球新報、2001年 4月 2日、沖縄県教委が保護者と教師に意識調査したもの。 













― 1984 年度東京都内公立小学校を中心に ― 
 


























































            性別 




純系 60.0%  (18) 53.8%  (14) 
傍系 40.0%  (12) 46.2%  (12) 
2)価値志向型 純系 36.6%  (15) 72.2%  (26) 
傍系 63.4%  (26) 27.8%  (10) 
3)被勧誘型 純系 57.1%  (4) 57.1%  (4) 
傍系 42.9%  (3) 42.9%  (3) 
4)漠然型 純系 77.8%  (7) 85.7%  (6) 
傍系 22.2%  (2) 14.3%  (1) 
5)相続影響型 純系 59.0%  (23) 74.4%  (32) 
傍系 41.0%  (16) 25.6%  (11) 
6)生活型 純系 25.0%  (1) 76.5%  (13) 
傍系 75.0%  (3) 23.5%  (4) 
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年齢                                           
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53.3 % (16) 
76.5 % (26) 
46.7 % (14) 
23.5 % (8) 
100.0 % (30) 





67.6 % (48) 
69.5 % (41) 
32.4 % (23) 
30.5 % (18) 
100.0 % (71) 
100.0 % (59) 
3) 否定型 男 
女 
66.7 % (4) 
70.0 % (7) 
33.3 % (2) 
30.0 % (3) 
100.0 % (6) 
100.0 % (10) 
4) 不明型 男 
女 
74.1 % (20) 
67.6 % (23) 
25.9 % (7) 
32.4 % (11) 
100.0 % (27) 
100.0 % (34) 























表９  「派閥人事意識」・「年齢層別」の関係 
 





否 定 型 
（D） 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑦ サンブル：1979 年＝計画 2,000、回収数 565、回収率 28,3％（女性のみ）、既婚者 406 名。

















































































































































































































備考）1969年度出身校不明 2、NA2、「消極型」「生活型」設問せず。  
   1979年度 NA・回答不備 28、「生活型」設問せず。 



































































純系 14.2% (17) 80.8% ( 97) 5.0% (6) 100.0% (120) 
傍系 10.0% (10) 87.0% ( 87) 3.0% (3) 100.0% (100) 
1979年度 
純系 7.0% (26) 93.0% (345) / 100.0% (371) 
傍系 7.0% (11) 93.0% (147) / 100.0% (158) 
1984年度 
純系 10.1% (10) 89.9% ( 89) / 100.0% ( 99) 
傍系 0 100.0% ( 40) / 100.0% ( 40) 

































表 3 学閥人事意識 
年度別 






③否定型 ③ 不明型 合計 
1969年度 
純 系 22.1% (27) 71.3% ( 87) 6.6% ( 8)  100.0% (122) 
傍 系 30.0% (30) 64.0% ( 64) 6.0% ( 6)  100.0% (100) 
1979年度 
純 系 18.2% (64) 54.4% (191) 4.6% (16) 22.8% (80) 100.0% (351) 
傍 系 24.0% (44) 40.4% ( 74) 5.5% (10) 30.1% (55) 100.0% (183) 
1984年度 
純 系 26.8% (26) 42.3% ( 41) 7.2% ( 7) 23.7% (23) 100.0% ( 97) 
傍 系 20.0% ( 8) 45.0% ( 18) 7.5% ( 3) 27.5% (11) 100.0% ( 40) 
備考）1969年度出身校不明 2、「不明型」設問せず 
   1979年度 NA、回答不備 31 
   1984年度 NA2 
 


















































































③ Lortie, D.C., Schoolteacher: A Sociological Study, The Univ.of Chicago Pr., 1975. 
④ 唐沢富太郎『教師の歴史』創文社 1955年。 















1969 年、東京都内公立小学校教員総数 19,159 名のうち女性教師は、16,548 名である。
（文部省統計調査課、1969 年５月１日現在）、1979 年、東京都内公立小学校教員総数
36,523名のうち女性教師は、22,274名（「産休教員等」を除く）である（東京都教育庁












1969年計画 600、回収数 224、回収率 37.3％。1979年計画 2,000、回収数 565、回収率
55 
 
28.3％。1984 年計画、女性 500、男性 500、回収数、女性 139、男性 134、回収率女性
27.8％、男性 26.8％。 
⑧ 調査方式 







― 1986年度長野県下公立小学校を中心に ― 
 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































(  8) 
 8.3% 











































































   






































(  6) 
27.3% 



























































性別   校別 




30.0% ( 9) 
  8.3% ( 1) 
 
70.0% ( 21) 
91.7% ( 11) 
100.0% ( 6) 
100.0% ( 5) 
100.0% ( 30) 
100.0% ( 12) 
100.0% ( 6) 






 1.1% ( 2) 
16.9% (11) 
 3.2% ( 1) 
 57.0% (130) 
 98.9% (180) 
83.1% (54) 











26.3% ( 5) 
 5.3% ( 1) 
14.2% ( 1) 
10.0% ( 1) 
73.3% ( 14) 
94.7% ( 18) 
85.7% ( 6) 
90.0% ( 9) 
100.0% ( 19) 
100.0% ( 19) 






















































































20.0% ( 2) 
42.9% ( 9) 
60.0% ( 6) 




20.0% ( 2) 
100.0% ( 21) 




50.0% ( 3) 
80.0% ( 4) 






20.0% ( 1) 
100.0% (  6) 









1.7% ( 3) 
 1.5% (2) 
 1.1% (2) 
 6.8% ( 9) 











 6.8% (3) 
 3.6% (1) 
 6.8% ( 3) 
10.7% ( 3) 
100.0% ( 44) 





46.2% ( 6) 
38.9% ( 7) 
46.2% ( 6) 
50.0% ( 9) 





11.1% ( 2) 
100.0% ( 13) 




50.0% ( 3) 
33.3% ( 3) 
33.3% ( 2) 





33.3% ( 3) 
100.0% (  6) 








55.1% ( 54) 
32.7% ( 73) 
44.1% (109) 
41.7% (155) 
27.6% ( 27) 
7.2% (16) 
1.2% ( 3) 
5.1% (19) 
 
 3.6% (8) 
 1.2% (3) 
 1.1% (4) 
 7.1% (7) 
 5.4% (12) 
 9.3% (23) 





100.0% ( 98) 
 各類型総合計 47.4% (223) 38.7% (182) 4.0% (19) 2.3% (11)  7.4% (35) 100.0% (470) 






































































23.3% (  7) 
66.7% (  4) 
46.7% ( 14) 
33.3% (  2) 
9.7% ( 2) 
 
23.3% (  7) 
 
100.0% ( 30) 





20.0% (  1) 
83.3% ( 10) 
60.0% (  3) 
 
 16.7% (  2) 
 20.0% (  1) 
100.0% ( 12) 






20.6% ( 49) 
34.8% ( 23) 
55.0% (131) 
50.0% ( 33) 
4.6% (11) 
4.5% ( 3) 
 19.7% ( 47) 
 10.6% (  7) 
100.0% (238) 




21.0% ( 38) 
41.9% ( 13) 
53.0% ( 96) 
45.2% ( 14) 
2.8% ( 5) 
 
 23.2% ( 42) 
 12.9% (  4) 
100.0% (181) 





45.0% (  9) 
28.6% (  2) 
45.0% (  9) 
71.4% (  5) 
 
100.0% (  2) 
 
100.0% ( 20) 




52.6% ( 10) 
50.0% (  4) 
31.6% (  6) 
50.0% (  4) 
 
 15.8% (  3) 
 
100.0% ( 19) 







38.2% ( 47) 
25.6% ( 94) 
25.8% ( 66) 
53.2% (266) 




2.4% ( 3) 
4.4% (16) 
2.0% ( 5) 
 20.6% (103) 
  9.8% ( 12) 
 17.2% ( 63) 





総合計 25.7% (160) 52.5% (327) 3.4% (21)  18.5% (115) 100.0% (623) 




































































② 鈴木重信・池田進共著『現代の教師』第一法規 49 頁、1968年．および竹内洋「準・専
門職業としての教師」社会学研究会『ソシオロジ』58号、72～102頁、1952年。 
③ 竹内好「教師の役割と教師の自覚」『岩波講座 教育』第８巻、岩波書店、37～69 頁、
1952年。 
  掘江正規「教育労働者について」『岩波講座 現代教育学』第 18巻、岩波書店、325～348   
   頁、1961年。 
  芝田準午「教育労働者の課題」国民教育研究所編・発行『国民教育研究』第５号、36～  















社会学研究』第 28集、東洋館出版者、138頁、1973 年。 
⑪ 田中義章 ⑩同上書、140頁。 
⑫ 勝田守一・中内敏夫『日本の学校』岩波書店、170～172頁、1964年。 
⑬ 野坦義行「学閥の生態」新掘通也編『学閥』福村出版、133頁～183頁、1969 年。 
  および仲村・高津・筆谷・居安・小関「大阪市初等教育界における学閥」『社会学評論』 
58号、有斐閣、64～80頁、1965年。 









② 母集団：長野県下公立小学校教師総数 6,336 名（管理職・養護教論を除く）、男性 3,842 
名、女性 2,494名（1986年 5月１日現在）。 
③ 抽出台帳：「長野県学事関係職員名簿」（1986年度版）信濃教育会発行。 
④ 調査対象者：性別・年齢層別の比例配分を行い、そのなかより無作為抽出法で実施した。
調査対象者総数：1,267名、有効回収数：653名（男性 382名 女性 270名、性別不明１
名）、回収率： 50.5％。 
⑤  調査方法：郵送法 
⑥  調査期日：1986年 11月中旬より下旬。 






― 1996年東北６県の公立小学校を中心に ― 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































者は、東北地方（女性校長全国＝1,0％、青森県 0.8％、岩手県 2.1％、秋田県 0.5％、宮城
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表 4 「管理職志向別」・「出身校別」の関係 
  
   性別 
管理職志     























































表 5 「管理職不志向の類型別」・「出身校別」の関係 
  
          性別 
   
































































































校 長 教 頭 教 諭 
男 女 男 女 男 女 
青森 443 24 431 64 1,701 3,061 
岩手 406 69 278 161 1,729 3,021 
宮城 412 36 418 42 2,896 3,825 
秋田 318 12 256 77 1,362 2,239 
山形 317 19 226 116 1,505 2,458 














































⑦ 調査時期＝1996年 9月上旬 




















































 青森県（4,762 名）、秋田県（3,601 名）、岩手県（4,750 名）、山形県（3,963 名）、
宮城県（6,721名）、福島県（6,618名） 
 （1995年文部省『学校基本調査報告書』1995年 12月発行による） 
2 抽出台帳 












  東北６県全体＝33.6％（839）、青森県 32.5％（135）、秋田県 34.6％（135）、岩手県




























     出生地・勤務校 
 







男 49 49 100.0％ 
女 86 86 100.0％ 
岩手県 
男 29 34 85.3％ 
女 90 98 91.8％ 
秋田県 
男 49 50 98.0％ 
女 92 85 108.2％ 
宮城県 
男 49 55 89.9％ 
女 92 97 74.2％ 
山形県 
男 38 39 97.4％ 
女 100 94 106.4％ 
福島県 
男 43 45 95.6％ 
女 96 104 92.3％ 
その他 
男 15   
女 28   
合 計 
男 272 272 100.0％ 
女 564 564 100.0％ 
 
表２ 出身学校別・性別・交流の程度別の関連 
    交流の程度別 
 







N・A 合 計 
国立大学 
（教育系） 
男 23.5( 43) 62.8(115) 13.1( 24) 0.5(1) 100.0(183) 
女 28.4(118) 65.5(272) 5.5( 23) 0.5(2) 100.0(415) 
私立大学 
男 21.1( 15) 63.4( 45) 15.5( 11)  100.0( 71) 
女 39.6( 38) 56.3( 54) 4.2(  4)  100.0( 96) 
短 大 
男  100.0( 1)   100.0(  1) 
女 22.9(  8) 68.6( 24) 8.6(  3)  100.0( 35) 
大学院 
男 33.3(  2) 66.7(  4)   100.0(  6) 
女 100.0( 1)    100.0(  1) 
その他 
男 18.2(  2) 81.8(  9)   100.0( 11) 
女 11.8(  2) 76.5( 13) 11.8(  2)  100.0( 17) 
合 計 
男 22.8( 62) 64.0(174) 12.9( 35) 0.4(1) 100.0(272) 





























N・A 合 計 
25歳未満 
 
男 40.0( 2) 60.0( 3)   100.0(  5) 
女 70.0( 7) 30.0( 3)   100.0( 10) 
25～29歳 
男 55.6(20) 38.9(14) 5.6( 2)  100.0( 36) 
女 55.2(53) 42.7(41) 2.1( 2)  100.0( 96) 
30～34歳 
男 24.7(19) 66.2(51) 9.1( 7)  100.0( 77) 
女 40.6(52) 57.8(74) 1.6( 2)  100.0(128) 
35～39歳 
男 16.7(13) 71.8(56) 11.5( 9)  100.0( 78) 
女 19.5(24) 72.4(89) 7.3( 9) 0.81( 1) 100.0(123) 
40～44歳 
男 13.3( 6) 62.2(28) 22.2(10) 2.2( 1) 100.0( 45) 
女 13.7(13) 77.9(74) 8.4( 8)  100.0( 95) 
45～49歳 
男  100.0(12)   100.0( 12) 
女 10.8( 4) 78.4(29) 10.8( 4)  100.0( 37) 
50～54歳 
男 20.0( 1) 40.0( 2) 40.0( 2)  100.0(  5) 
女 17.4( 8) 71.7(33) 8.7( 4) 2.2( 1) 100.0( 46) 
55～59歳 
男 8.3( 1) 58.3( 7) 33.3( 4)  100.0( 12) 
女 22.2( 6) 70.4(19) 7.4( 2)  100.0( 27) 
60歳以上 
男   100.0(1)  100.0(1) 
女  50.0( 1) 50.0( 1)  100.0(2) 
N・A 
男  100.0(1)   100.0(1) 
女      
合 計 
男 22.8(62) 64.0(174) 12.9(35) 0.4(1) 100.0(272) 

































































































別  程度別  出身校別 











純系 18.9( 60) 72.3(230) 7.9( 25) 0.9(3) 100.0(318) 
傍系 29.1( 39) 64.9( 87) 6.0(  8)  100.0(134) 
準賛成型 
純系 14.2( 36) 74.8(190) 9.8( 25) 1.2(3) 100.0(254) 
傍系 11.0( 11) 72.0( 72) 16.0(16) 1.0(1) 100.0(100) 
準反対型 
純系  100.0(  5)   100.0(  5) 
傍系  100.0(  1)   100.0(  1) 
反対型 
純系  100.0(  2)   100.0(  2) 
傍系   100.0(1)  100.0(  1) 
合 計 
純系 16.6( 96) 73.7(427) 8.6( 50) 1.0(6) 100.0(579) 
傍系 21.2( 50) 67.8(160) 10.6(25) 0.4(1) 100.0(236) 
総 計 17.9(146) 72.0(587) 9.2( 75) 0.9(7) 100.0(815) 
































型  程度   出身校別 







純系 20.1( 27) 70.9( 95) 9.0( 12)  100.0(134) 
傍系 30.6( 19) 62.9( 39) 4.8(  3) 1.6(1) 100.0( 62) 
準賛成型 
純系 15.5( 49) 74.4(236) 8.5( 27) 1.6(5) 100.0(317) 
傍系 16.9( 20) 71.2( 84) 11.9( 14)  100.0(118) 
準反対型 
純系 14.8( 17) 78.3( 90) 6.1(  7) 0.9(1) 100.0(115) 
傍系 18.8(  9) 68.8( 33) 12.5(  6)  100.0( 48) 
反対型 
純系 21.4(  3) 50.0(  7) 28.6(  4)  100.0( 14) 
傍系 20.0(  1) 40.0(  2) 40.0(  2)  100.0(  5) 
合 計 
純系 19.6( 96) 73.8(428) 8.6( 50) 1.0(6) 100.0(580) 
傍系 21.0( 49) 67.8(158) 10.7( 25) 0.4(1) 100.0(233) 
総 計 17.8(145) 72.1(586) 9.2( 75) 0.9(7) 100.0(813) 
























































































































































































員 １）「積極型」 1.1(2) 0 0.7(2) 1.1(6) 2.0(4) 1.4(10) 2.1(11) 6.5(8) 2.0(19) 
２）「肯定型」 26.1(49) 30.3(27) 27.4(76) 20.8(109) 25.4(50) 22.1(150) 28.3(149) 33.9(42) 29.3(191) 
３）「否定型」 70.1(132) 65.2(58) 68.6(190) 76.7(402) 71.1(140) 75.2(542) 68.7(362) 56.5(70) 66.4(432) 












１）「積極型」 3.2(6) 9.0(8) 5.1(14) 9.2(48) 7.6(15) 8.7(63) 6.8(36) 11.3(14) 7.7(30) 
２）「肯定型」 33.5(63) 30.3(27) 32.5(90) 39.7(208) 36.0(71) 38.7(279) 34.0(179) 38.7(48) 34.0(227) 
３）「否定型」 61.2(115) 56.4(32) 60.3(167) 49.8(261) 54.8(108) 51.2(369) 58.4(308) 47.6(59) 56.4(367) 



















１）「積極型」 63.8(120) 59.6(53) 62.5(173) 65.5(343) 60.9(120) 64.2(463) 65.8(347) 59.7(74) 64.7(421) 
２）「肯定型」 34.0(64) 39.3(35) 35.7(99) 32.6(171) 37.6(74) 31.0(245) 33.6(177) 38.7(48) 34.6(225) 
３）「否定型」 0.5(1) 0 0.4(1) 0.8(4) 0.6(1) 0.7(5) 0.4(2) 1.6(2) 0.6(4) 





















１）「積極型」 18.1(34) 14.6(13) 17.0(47) 13.4(70) 21.8(43) 15.7(113) 19.7(104) 31.5(39) 22.0(143) 
２）「肯定型」 6.8(88) 51.7(46) 48.4(134) 51.9(272) 40.1(79) 48.7(351) 60.3(318) 49.2(61) 58.2(379) 
３）「否定型」 34.0(61) 32.6(29) 33.6(93) 33.4(175) 37.1(73) 34.4(218) 19.7(101) 17.7(22) 19.4(126) 






































































































































































































② 母集団：東京都＝女性教員 19,812名 長野県＝女性教員 2,494名。男性教員 1,728






⑤  サンプル：東京都＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効回収数・男性 135、女
性 149、回収率、男性 27.0%、女性 29.8%である。長野県＝計画 1267、有効回収数 653、
（男性 382、女性 270、性別不要１）回収率 51.5%である。山口県＝計画 1505（男性









































































































































       地区別 
項目別 
東京都 長野県 
Ａ 専門職 72.6% (416) 53.5% (130) 
Ｂ 聖職 22.5% (129) 36.2% (88) 
Ｃ 労働者 0.2% (1) 0% (0) 
Ｄ その他 4.4% (25) 10.3% (25) 
Ｎ・Ａ 0.3% (2) 0% (0) 






















     地区別 
項目別 
東京都 長野県 
Ａ 肯定型 4.0% (23) 2.4% (6) 
Ｂ 不明型 16.6% (98) 29.6% (72) 
Ｃ 準否定型 50.3% (288) 44.4% (108) 
Ｄ 否定型 22.2% (127) 13.5% (33) 
Ｅ その他 6.6% (38) 6.1% (15) 
Ｎ・Ａ 0.4% (2) 3.7% (9) 


























































































































































（A）専門職者        ——>「専門職型」 
（B）聖職者         ——>「聖職型」 
（C）労働者         ——>「労働者型」 












































































表 3 就職動機別類型・生き甲斐別類型（東京都内校長性別） 




















23.7 % (9) 
100.0 % (1) 
19.7 % (62) 
38.1 % (8) 
3.8 % (1) 
100.0 % (1) 
25.2 % (31) 
50.0 % (4) 






7.9 % (3) 13.7 % (43) 
23.8 % (5) 
11.5 % (3) 14.6 % (18) 
12.5 % (1) 
12.5 % (4) 
100.0 % (1) 
 
 
(C)  非勧誘型 
男 
女 
5.3 % (2) 15.2 % (48) 
4.8 % (1) 
15.4 % (4) 8.9 % (11) 12.5 % (4)  
 
(D)  相続型 
男 
女 
10.5 % (4) 13.7 % (43) 
4.8 % (1) 
12.5 % (3) 17.9 % (22) 
12.5 % (1) 






26.3 % (10) 13.3 % (42) 
14.3 % (3) 





23.7 % (9) 23.8 % (75) 
14.3 % (4) 
3.8 % (1) 24.4 % (30) 
25.0 % (2) 













100.0 % (38) 
100.0 % (1) 
100.0 % 
(315) 
100.0 % (22) 
100.0 % 
(26) 
100.0 % (1) 
100.0 % (123) 
100.0 % (8) 
100.0 % 
(32) 









（A）児童の父母に感謝されたとき      ——>「父母被感謝型」 
（B）教育の効果があらわれたとき      ——>「教育効果型」 
（C）自分にふさわしい評判を耳にしたとき  ——>「被評判型」 




















































































（A）教師の熱意      ——>「熱意型」 
（B）教師の技量      ——>「技量型」 
（C）児童の意志の尊重   ——>「児童の意志尊重型」 


































































































































（A）よくわからない          ——>「不明型」 
（B）非常に支持されていると思う    ——>「積極型」 
（C）かなり支持されていると思う    ——>「普通型」 
（D）あまり支持されているとは思わない ——>「消極型」 















                              




















15.4 % (4) 
100.0 % (1) 
24.1 % (20) 
33.3 % (2) 
20.9 % (88) 
40.0 % (10) 
16.7 % (1) 






19.2 % (5) 16.9 % (14) 
16.7 % (1) 
12.1 % (51) 
24.0 % (6) 






11.5 % (3) 10.8 % (9) 
 
13.3 % (56) 
4.0 % (1) 





19.2 % (5) 8.4 % (7) 
16.7 % (1) 
14.7 % (62) 
4.0 % (1) 






26.9 % (7) 9.6 % (8) 15.6 % (66) 
12.0 % (3) 






7.7 % (2) 27.7 % (23) 
33.3 % (2) 
23.0 % (97) 
16.0 % (4) 










100.0 % (26) 
100.0 % (1) 
100.0 % (83) 
100.0 % (6) 
100.0 % (422) 
100.0 % (25) 
100.0 % (6) 
100.0 % (1) 















































⑦   RK.Mertonによると、準拠集団には自己評価の際に比較の基準となる集団と態度や行
動のもたらす規範的な集団が存在していると主張している。この小稿では、後者の意味
において解釈する。RK.Merton "Social Theory aod Social Structure",1968 enlarged 
edition, pp. 337～338. 

















































第 10章 管理職（校長）志向に関する男女教員格差 
 
― 東京都・長野県・福岡県・山口県公立小学校を中心に ― 
 
 
  はじめに 
 
 日本の初等教職界における女性教員の養成機関は、1974 (明治 7)年に女子師範学校が東京に創










増加し 1989（平成元）年には最高 59.3％までに至った③。 





































































 管理職志向状況を次の 3つに類型化して検討を試みてみよう。 












   調査年度  
       
    調査 
      地区 
       別  
     性別 
    
出身 
管理   
校別 
職（校  
長）   
















































































































— — — — 
















































































男性教員総数 13749 5329 4979 15170 5074 
女性教員総数 16548 1773 8206 23490 2764 
校長の男性割合％ 7.8 8.2 13.5 11.7 8.1 
校長の女性割合％ 0.2 0 0.04 0.3 0.07 











1984年 1986年 1986年 











































































— — — — — — — — — — — — 





































































94.2(1360) 96.3(363) 99.3(406) 
5.8(83) 3.7(14) 0.7(3) 
14411 2769 4784 
21999 3441 3089 
9.4 13.1 8.5 
































































































































































    理由類型別 
 
     
         性別 
地区別 出身  
（調査年 校別 
度別） 
   
















































































































































































































































① 文部省『学校教員統計調査』（速報）1989年（平成元年）度、4頁、1991年 7月。 
② 文科省『日本の教育統計』（1948—1965年）19頁、1986年。 



















⑱ 田中義章「現代の女教師像」日本教育社会学会編『教育社会学研究』第 28集、東洋館、 
134～149頁、1973年。 
⑲ 同書上 141～142頁。 











③ 『教師の社会学』日本教育社会学会編（教育社会学研究）第 43集、東洋館、1988年。 























女性教員 8、278 名。1979 年＝東京都女性教員 13,274 名。1980 年＝長野県女性教員 2,296 名、
男性教員 4,233。1984年＝東京都女性教員 19,812名。1986年＝山口県女性教員 2,787名、男
性教員 1,728名。1986年＝長野県女性教員 2,494名、男性教員 1,728名。1986年＝長野県女








  東京都・長野県・福岡県＝1969・1979・1984 年とも無作為抽出法。山口県＝3 分の１抽出法。 
⑤ サンプル 
・東京都（1969年）＝計画 600、有効回収数 224、回収率 37,4％、（1979年）＝計画 2,000、
回収数 565、回収率 28.3％、（1984年）＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効回収数
（男性 135、女性 149）、回収率（男性 27.0％、女性 29.8％）。 
・長野県（1970年）＝計画 400、有効回収率 22,857％、（昭和 55年）＝計画 500、有効回収数
294、回収率 58.8％、（1986年）＝計画 1,287名、有効回収数 653（男性 382名、女性 270名、
性別不明 1名）、回収率 51.5％。 
・福岡県＝計画 900、有効回収数 305、回収数 33.9％。 
・山口県＝計画 1,505（男性 576名、女性 929名）、有効回収数 727（男性 274、女性 453）、   









 東京都＝1969年 11月中旬。1980年 4月中旬。1986年 11月中旬。 
 福岡県＝19716月中旬。 






第 11章 女性教師の意識の変遷 
 
















































 1965 年代の 20 歳代は、全地域（東京都・長野県・福岡県）ともに 40％以上を占め、か
なりの人々が自己分析に基づいた慎重な就職事情であった。しかしその後、1975・1985 年
代になると、全地域とも大幅に減少し 20％台になる。これは社会情勢の変化に伴って、個





② 価値志向型  























て 10.3％にしか過ぎなく、30 歳代は皆無で 20・50 歳代ともごく僅かである。これは「被
勧誘型」の減少傾向と同じように、就職動機の質的向上を一段と裏づけるものである。1975

































































































































































































④ 仲村祥一他「大阪市初等教育界における学閥」『社会学評論』第 15巻第 2号、1964年 12














① 『教師の社会学』（教育社会学研究 第 43集）、東洋館、1988年。 
②  陣内靖彦『日本の教員社会』東洋館、1988年。 
③  唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、1955年。 
④  細谷恒夫編『教師の社会的地位』有斐閣、1956年。 
⑤  新福祐子『女教師の条件』有斐閣、1983年。 
⑥  深谷昌志『女性教師論』有斐閣、1980年。 
⑦  下村哲夫『現代の教師』ぎょうせい、1981年。 
⑧  真野宮雄・津布楽喜代治編著『現代の教師像』第一法規、1980年。 















教員 2,296名。男性教員 4,233名。1984年＝東京都女性教員 19,812名。1986年＝出口県












東京都（1969年）＝計画 600、有効回収数 224、回収率 37.4％。（1979年）＝計画 2,000、
有効回収数 565、回収率 28.3％。（1984年）＝計画 1,000（男性 500、女性 500）、有効
回収数（男性 135、女性 149）、回収率（男性 27.0％、女性 29.8％）。 
長野県（1970年）＝計画 400、有効回収数 228、回収率 58.8％、（1986年）＝計画 1,267
名、有効回収数 653（男性 382名、女性 270名、性別不明１名）、回収率 51.5％ 
福岡県＝計画 900、有効回収数 305、回収率 33.9％。 
山口県＝計画 1,505（男性 576名、女性 929名）有効回収数 727（男性 274、女性 453）、
回収率 48.3％（男性 47.6％、女性 48.8％） 
（6）調査期日 
東京都＝1969年 11月中旬。1979年 1月下旬。1984年 6月中旬。 






















第 12章 現代女性教師の諸問題 
 

































に、アメリカ合衆国は 86％、ソビエト 80％、カナダ 78％、イギリス 75％、イタリ





















年齢層別構成をみると（表 1参照）、20代から 40代までで 89.4％を占め、やは
り 50・40代は少なくなっているものの、約 1割強いることがわかる。20代が 40代
と同数であるが、30代は⑧、谷間になっていて 4，5％ほど少ない。しかし、10歳
きざみの年齢層では日本の戦後と戦前の切れ目、すなわち終戦時（1945年）におい




表 2 出身他別構成 
出身他別構成 ％（実数） 
北海道 3.1  (7) 
東 北 9.8  (22) 
関 東 63.4 (142) 
北 陸 2.2  (5) 
中 部 3.1  (7) 
四 国 1.3  (3) 
九 州 8.5  (19) 
中 国 1.8  (4) 
近 畿 3.1  (7) 
その他（沖縄外国等） 2.7  (6) 
合計 100.0(224) 
  
表 3 出身学校別構成 
出身学校区別 ％（実数） 
A 女子師節・女高師・女専 30.4(68) 
B 高等女学校 5.8(13) 
C 臨時教員養成所・検定 6.7(15) 
D 学芸大学・教育学部 24.1(54) 
E 一般大学 28.1(63) 
F 短期大学 4.0(9) 
G N.A 0.9(2) 
合計 100.0(224) 























7－11 8.5  (19) 
11－15 6.7  (15) 
15－19 10.7 (24) 
19－23 16.5 (37) 
23－27 10.7 (24) 
27－31 2.7   (6) 
31－35 3.1   (7) 









A 価値志向型 29.0(20) 9.0 
B 適職型 42.0(29) 13.1 
C 被勧誘型 5.7(4) 1.8 
D 漢然型 11.6(8) 3.6 





A 価値志向型 35.0(21) 9.5 
B 適職型 35.0(21) 9.5 
C 被勧誘型 8.3(5) 2.3 
D 漢然型 15.0(9) 4.1 




A 価値志向型 20.0(14) 6.3 
B 適職型 41.4(29) 13.1 
C 被勧誘型 20.0(14) 6.3 
D 漢然型 10.0(7) 3.2 





A 価値志向型 27.5(5) 2.3 
B 適職型 27.5(5) 2.3 
C 被勧誘型 27.5(5) 2.3 
D 漢然型 11.1(2) 0.9 




A 価値志向型 40.0(2) 0.9 
B 適職型 20.0(1) 0.5 
C 被勧誘型 0(0) 0 
D 漢然型 0(0) 0 
E 相続型 40.0(2) 0.9 




































② 適職型  
自己にもっとも適した職業と考える型。40歳以下は多いが 50・60歳代と減少し
ている（表 5参照）。これは若い年代層が比較的に主体的に自己の適性を考えて教













































































                       
 価値志向型           
(60人=27.3%) 
A 21,7(13) 5,9 
B 5,0(3) 1,4 
C 6,7(4) 1,8 
D 28,3(17) 7,7 
E 30,0(18) 8,2 
F 8,3(5) 2,3 
           
適職型       
(85人=38.6%) 
A 31,3(27) 12,3 
B 4,7(4) 1,8 
C 7,1(6) 2,7 
D 28,2(24) 10,9 
E 23,5920) 9,1 
F 4,7(4) 1,8 
 
被勧誘型         
(28人=12.7%) 
A 46,4(13) 5,9 
B 10,7(3) 1,4 
C 14,3(4) 1,8 
D 7,1(2) 0,9 
E 21,4(6) 2,7 
F 0(0) 0 
 
漠然型         
(22人=10.0%) 
A 45,5(10) 4,5 
B 4,5(1) 0,5 
C 0(0) 0 
D 13,6(3) 1,4 
E 36,4(8) 5,6 
F 0(0) 0 
 
相続型          
(25人=11.4% 
A 16,0(4) 1,8 
B 8,0(2) 0,9 
C 4,0(1) 0,5 
D 28,0(7) 3,2 
E 44,0 (11) 5,0 








② 適職型   
教職が自分の性格に適していると考えて就職した型。戦後派の 20代 30代に多く、














年齢層別 類型別 ％（実数） 全体の％ 
    
20           
A 生き甲斐型 37,1(26) 11,9 
B 適職型 20,0(14) 6,4 
C 関心型 25,7(18) 8,3 
D 奉仕型 10,0(7) 3,2 
E 生活型 7,1(5) 2,3 
     
30 
A 生き甲斐型 28,3(17) 7,8 
B 適職型 25,0(15) 6,9 
C 関心型 25,0(15) 6,9 
D 奉仕型 8,3(5) 2,3 
E 生活型 13,3(8) 3,7 
     
40   
(非継続
１) 
A 生き甲斐型 46,4(32) 14,7 
B 適職型 18,8(13) 6,0 
C 関心型 17,4(12) 5,5 
D 奉仕型 8,7(6) 2,8 






A 生き甲斐型 60,0(9) 4,1 
B 適職型 0(0) 0 
C 関心型 13,3(2) 0,9 
D 奉仕型 20,0(3) 1,4 




A 生き甲斐型 75,0(3) 1,4 
B 適職型 0(0) 0 
C 関心型 25,0(1) 0,5 
D 奉仕型 0(0) 0 































表 8 女教師の数 
年度  1966  1967  1968  1969 
全国公立小学校女校長
数 
107 123 140 152 
東京都内公立小学校女
校長数 
26 31 31 36 
東京都内公立小学校女
教師数 
13,176 13,891 14,975 16,013 
東京都内公立小学校教
師総数 








































表 9  出身校別グループ昇進希望意志 






有 15.2(10) 4.5 






有 0(0) 0 






有 13.3(2) 0.9 






有 13.0(7) 3.2 






有 11.1(7) 3.2 






有 11.1(1) 0.5 




















































表 10 派閥意識と出身校別グループ 








A 15.8(9) 4.1 
B 5.3(3) 1.4 
C 5.3(3) 1.4 
D 31.6(18) 8.1 
E 35.1(20) 9.0 






A 35.1(53) 23.9 
B 6.0(9) 4.1 
C 7.3(11) 5.0 
D 22.5(34) 15.3 
E 25.8(39) 17.6 






A 42.9(6) 2.7 
B 7.1(1) 0.5 
C 7.1(1) 0.5 
D 14.3(2) 0.9 
E 28.6(4) 1.8 
F 0(0) 0 
＊出身校不明 
２ 







































































A 24.4(29) 13.1 
B 4.2(5) 2.3 
C 8.4(10) 4.5 
D 29.4(35) 15.8 
E 29.4(35) 15.8 





A 40.0(32) 14.4 
B 5.0(4) 1.8 
C 5.0(4) 1.8 
D 18.8(15) 6.8 
E 27.5(22) 9.9 





A 0(0) 0 
B 0(0) 0 
C 0(0) 0 
D 0(0) 0 
E 100.0(2) 0.9 





A 22.2(2) 0.9 
B 44.4(4) 1.8 
C 0(0) 0 
D 22.2(2) 0.9 
E 11.1(1) 0.5 




A 41.7(5) 2.3 
B 0(0) 0 
C 8.3(1) 0.5 
D 16.7(2) 0.9 
E 25.0(3) 1.4 






































20 32.8(39) 17.4 
30 29.4(35) 15.6 
40 26.9(32) 14.3 
50 7.6(9) 4.0 





20 29.3(24) 10.7 
30 24.4(20) 8.9 
40 36.6(30) 13.4 
50 8.5(7) 3.1 





20 0(0) 0 
30 0(0) 0 
40 100.0(2) 0.9 
50 0(0) 0 





20 44.4(4) 1.8 
30 22.2(2) 0.9 
40 11.1(1) 0.4 
50 22.2(2) 0.9 




20 25.0(3) 1.3 
30 25.0(3) 1.3 
40 41.7(5) 2.2 
50 8.3(1) 0.4 
























A 32.3(10) 4.5 
B 3.2(1) 0.5 
C 16.1(5) 2.3 
D 19.4(6) 2.7 
E 22.6(7) 3.2 





A 35.1(46) 20.8 
B 6.1(8) 3.6 
C 6.1(8) 3.6 
D 21.4(28) 12.7 
E 29.8(39) 17.6 





A 20.3(12) 5.4 
B 6.8(4) 1.8 
C 3.4(2) 0.9 
D 33.9(20) 9.0 
E 28.8(17) 7.7 










表 14 年齢層別とペスタロツチの言葉 
年齢層別 類型別 %(実数) 全体の％ 
 
20 
同感型 10.0(7) 3.1 
否定型 55.7(39) 17.5 
不明型 34.3(24) 10.8 
 
30 
同感型 11.7(7) 3.1 
否定型 53.3(32) 14.3 
不明型 35.0(21) 9.4 
 
40 
同感型 17.1(12) 5.4 
否定型 67.2(47) 21.1 
不明型 15.7(11) 4.9 
 
50 
同感型 15.8(3) 1.3 
否定型 57.9(11) 4.9 




同感型 50.0(2) 0.9 
否定型 50.0(2) 0.9 
不明型 0(0) 0 









































② 随時意識型   
ときどき感じる型で、全体の 54,0％でもっとも多い。この割合を前者とあわせる
と 62.9％となる。今日の教職界において男女差別意識が存在していることは否定で
きない。年齢層別にみると、20 代 37.2％でもっとも多く、40 代 30.6％の順である。
これは前述の常時意識型とほぼ同じ傾向である。 
③ 皆無型   
まったく感じない型で、全体の 37.9％である。年齢別にみると、 永年勤続者










① 肯定型   









表 15 子弟の教師志望 
息子の場合％（実数） 類型別 娘の場合％（実数） 
31.3(70) 肯定型 35.7(80) 
14.3(32) 否定型 8.9(20) 
53.1(119) 自由型 53.1(119) 
1.3(3) N・A型 2.2(5) 
100.0(224) 合計 100.0(224) 
 







































肯定型 35.7(25) 37.1(26) 
否定型 12.9(9) 7.1(5) 
自由型 51.4(36) 55.7(39) 




肯定型 23.3(14) 35.0(21) 
否定型 11.7(7) 5.0(3) 
自由型 65.0(39) 60.0(36) 




肯定型 35.7(25) 35.7(25) 
否定型 17.6(12) 15.7(11) 
自由型 44.3(31) 42.9(30) 




肯定型 21.1(4) 31.6(6) 
否定型 21.1(4) 5.3(1) 
自由型 57.9(11) 63.2(12) 




肯定型 40.0(2) 40.0(2) 
否定型 0(0) 0(0) 
自由型 40.0(2) 40.0(2) 


































表 17 結婚の有無と家事逐行度合 




積極型 26.3(40) 18.8 
普通型 60.5(92) 43.2 
不実行型 11.8(18) 8.5 





積極型 11.5(7) 3.3 
普通型 50.8(31) 14.6 
不実行型 37.7(23) 10.8 
N・A型 0(0) 0 


























































































































表 18 女子学生就職状況推移（小学校） 
（東京学芸大学厚生係調査 1970.10.1現在） 
            卒業年 
 



















  教           
  員 
都 
 
131 195 199 192 217 274 
他府県 11 8 7 12 9 20 
計 142 203 206 204 226 294 
女子卒
業生 








⑩ 「女子雇用者の平均年齢に 9.5歳、平均勤続年数は 4.3年である」。（労働省
婦人少年局編、『婦人労働の実情』2頁、1970年）に比べると、小学校女子教
員の平均年齢は、「1955年 31.2歳、1955年 33.0歳、1961年 36.1歳、1964年
37.4歳、1968年 37.3歳」（文部省『学校基本 調査』1956、1959,1962、1965、
1968各年度）である。 
⑪ 労働省婦人少年局編『婦人労働の実情』8頁 1970年度（表 19参照）。 
 
表 19 配偶関係別女子雇用率の推移（非農村業） 
年 総数 未婚 有配偶 死・離別 
1955 
  1960 
  1965 


















       昭和 30－40年   総理府―国勢調査 
     昭和 44年     総理府―労働力調査 















㉑ 野垣義行「学閥の生態」新掘通也編『学閥』福村出版、133～183 頁、1969 年。 








㉕ 厚生省児童家庭局「全国家庭児童調査」1969年 10月 1日現在。 
㉖ 沢谷柳政太郎「小学校の女教員」帝国教育会編集発行『帝国教育』第 409号 
（1916年）、1～6頁参照。「女教員問題に関する調査」帝国教育会調査委員に 
よる結果報告、同書、28頁参照。 










都心地区、三多摩・町田地区）合計 600名を対象として選出した。  










山手地区 26(11.6%) 65(29.0%) 43.3% 
下町地区 61(27.2%) 61(27.2%) 40.7% 
都心地区 15(6.7%) 37(16.5%) 24.7% 
三多摩・町田地区 61(27.2%) 61(27.2%) 40.7% 
 *地区別不明 61(27.2%) −−−−− −−−−− 







第 13章 女性教師の属性 
 
— 1969・1979年東京都内公立小学校を中心に— 














































表 1 出身学校別構成 
 
グループ別 
       調査年度別 
出身学校別 
 
1969 年 ％（実数） 
 
1979 年 ％（実数） 
A 女子市販・女高師・女専 30.4 % (68) 15.9 % (90) 
B 高等女学校 5.8 % (13) 3.7 % (21) 






24.1 % (63) 
 
52.6 % (297) 
E 一般大学（非教員養成系） 28.1 % (63) 13.5 % (76) 
F 短期大学 4.0 % (9) 5.7 % (32) 
G 大学院  0.2 % (1) 
H その他（教員養成所など）  0.9 % (5) 
 N.A 0.9 % (2) 2.7 % (15) 






















































































































































































































④ 田中義章「教員の就職動機とその影響」『東邦大学教養紀要』9 号、27～32 頁、1977 年。 
⑤ 労働省『賃金構造基本統計』（1980年度）によると、部・課長は男性総数の 9.4％、女性












  わが国の首都であり、1969・1979 年度においても、都道府県別において女性教師数およ
び女性校長数も最高である。 
② 財源 
  1969 年＝私費、1979 年＝1979 年度文部省科学研究費一般研究（D）、1978 年度東邦大学
額田奨学金。 
③ 日時 
 1969年＝1969年 11月中旬、1979年＝1979年１月下旬。 
④ 母集団 
  1969 年＝東京都内公立小学校教員総数 29,159 名のうち女性教師は、16,548 名である
（文部省統計課調査・1969年 5月１日現在）。 
1979 年＝東京都内公立小学校教員総数 36,523 名のうち女性教師は、22,274 名（「産休教
員等除く」）である（東京都教育庁調査、1978年 5月１日現在）。 
⑤ 抽出台帳 
  1969 年＝日教組東京都支部名簿（1969 年 4 月１日現在）—1969 年版—、1979 年＝東京部
教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』（1978 年版）、
1978年 7月 12日発行。 
⑥ 抽出方式 
  1969年＝1地区 150名。4地区（山手地区・下町地区・都心地区・三多摩・町田地区）よ







 1969年＝計画 600、回収数 224、回収率 37.3％、1979年＝計画 2,000、回収数 565、回収率
28.3％。 




第 14章 女性教師層の供給源としての社会階層 
 


























小学校において 1970 年は 42.3％（一般大学・学部卒 14.8％、短大卒 27.5％）であったが、






































表 1 師範学校本科入学者父兄の職業別  （ ）は実数 





明治 39 年度 
（1906 年） 
大正 5 年度 
（1916 年） 







農 業 32.3（461） 30.3（759） 34.1（1773） 29.7（937） 27.6（1342） 
工 業 4.7（67） 4.6（115） 7.8（404） 8.6（272） 9.1（442） 
商 業 20.2（288） 16.9（422） 19.8（1029） 18.7（591） 18.6（909） 
その他庶業 42.8（611） 48.2（1207） ― ― ― 
水 産 ― ― 0.5（26） 0.6（19） 0.4（21） 
鉱 業 ― ― 0.3（13） 0.4（11） 0.2（10） 
交通業 ― ― 1.0（54） 1.2（39） 1.9（93） 
公務及び自由業 ― ― 23.2（1210） 28.8（908） 31.2（1524） 
その他有業者 ― ― 5.2（273） 3.1（99） 3.0（148） 
家事使用人 ― ― 0.2（10） 0.1（4） 0.7（36） 
無職業 ― ― 8.0（414） 8.8（277） 7.4（359） 
合計 100.0（1427） 100.0（2503） 100.0（5206） 100.0（3157） 100.0（4884） 




























表 2  師範学校入学者父兄の職業(百分比) (女性のみ) 
 





  資料出所：竹内利美「教師の職業的特性と社会的地位」 









































































    1925 


























































































表 3 昭和 54・59年度「出身学校別」・「出身階層別」 （ ）内は実数 
            職業別 
   
       年度別 
 純    
  傍   出身 
   系   学校別 






































































































































































































































  100.0 
(3) 














  100.0 
(8) 


































































































59  100.0 
(1) 
























59  100.0 
(1) 

































































  「経営者」＝雇用者数 30人以上の企業規模 










































28.2％ 23.3％ 18.2％ 8.0％ 22.3％ 100.0％ 
徳島大学 
 
23.5％ 20.0％ 15.6％ 17.6％ 23.3％ 100.0％ 
（備考）経営者（自営および会社役員） 1973 年調査実施 
（資料出所）小野浩「教育機会としての教育学部の特質」清水
































教師    11,3％    商業      13,2％
専務業   44,6％    農業      3,7％ 
医師    0,9％    工場労働者ほか  7,2％ 

























































































































                                                          
①  文部省大臣官房調査統計課『学校教員統計調査報告書』1988 年。 
②  文部省教育助成局教職課『学校類型の教員就職状況』1988 年を参照。 
③  同上。 
④  唐沢富太郎『教師の歴史』創文社、86 頁、1955 年。 
⑤  望月厚志「近代日本における『教師層』の供給源－静岡県師範学校の事例をもとに－」





                                                                                                                                                                                 
⑦ 望月厚志、同掲論文、222 頁。 
⑧  市川昭午「教師」山根恒常男他編『テキストブック社会学３ 教育』有斐閣、1978 年。 
⑨  小野造「教育学部」清水義弘編『地域社会と国立大学』 
⑩ 小野造、前掲論文、302 頁。 
⑪ 小野造、前掲論文、302 頁。 
⑫  田中義章「現代女教師の諸問題」『社会学評論』85 号、48 頁、1975 年、および「現代女






④ 影山 昇『日本の教育の歩み－現代に生きる教師像を求め－』有斐閣、1988年。  
⑤ 富永健一編『日本の階層構造』東大出版社会、1979年。 
⑥ 真野宮雄・市川昭午編集『教育学』黎明書房、1971年。  
⑦ 深谷昌次・和子『女教師問題の研究』黎明書房、1971年。  
 
調査実施要網 




③  調査時期：1979年＝1979年１月下旬、1984年＝1984年 6月中旬。 
④  母集団：1979年＝東京都内公立小学校教員総数 36,523名のうち女性教師は 22,274名
（「産休教員等除く」）、および（東京都教育庁調査 1978年 5月１日現在）である。 
1984年＝東京都内公立小学校教員総数 30,780名のうち女性教師は 19,812名である（東京
教育庁調査 1984年 5月１日現在）。 
⑤  抽出台帳：1979年＝東京都教職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都教職名
簿』1978年版、および『1984年＝東京都公立学校教職員名簿』1984年版。 
⑥  抽出方式：1979年・1984年ともに無作為抽出法による。 
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⑦  サンプル：1979年計画 2,000、有効回収数 565、回収率 28.3％、および 1984年計画 500、
有効回収数 139、回収率 27.8％. 
⑧  調査方式:1979年・1984年＝郵送法。 
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第 15章 現代の女性教師像 
 
― 東京都・長野県・福岡県公立小学校を中心に ― 


















































     地区別 
類 純 
 型 ・傍 


















































































備考 出身校不明 2 
Ｎ・Ａ 2 
100.0 出身校不明 4 
Ｎ・Ａ 3 















































































































































































































































  備考 N・A20代 1、 
50代 1 
N・A20代 6、40代
1、30代 12 50 代 1 
N・A20代 1 、40代 3 
30代 2 、 50代 3 















































































































































































































































































































備考 N・A 3 
非継続 3 
年齢不明 1N・A 3 
非継続 33 
年齢不明 4 N・A2 
非継続 37 


































































     地区別 
  純  
    ・傍系 
















































































Ｎ・Ａ  ２ 
出身校不明 ４ 









































     地区別 
   純・ 




































































































































表６  教育労働者意識（出身校別） 
     地区別 
類 純 
 型 ・傍 
































































































備考 出身校不明 2 
 








   地 
年 類  区 
 齢 型    別 




























































































































































































































































 各地区とも 54.6％以上を占めている。常時意識型と合わせると 62.5％以上で、ま
さに今日の教職界において差別意識が存在していることは否定できない。地区別で








































就職動機づけ（価値志向・適職両型）  継続希望意志（有）  継続希望理由（生き
甲斐・適性両型）  昇進希望意志（有）、という各項目の連続性の一連パターンであ



































⑤ 調査票回収状況：東京＝山手地区 29.0％、下町地区 27.2％、都心地区 16.5％、
三多摩町田地区 27.2％、全地区平均 37.4％、長野＝北信地区 23.2％、東信地区
26.3％、南信地区 27.6％、中信地区 22.8％、全地区平均 57.0％、福岡＝福岡市
内とその近郊 31.8％、北九州地区 15.1％、行稿市とその郊外 6.6％、筑豊地区
16.4％、筑後地区 30.2％、全地区平均 33.9％、東京、長野、福岡、平均回収率
42.8％である。 








































合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
 
表２ 出世地別構成 





















































合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 
 
表３ 出身学校別構成 












































合計 100.0(224) 100.0(228) 100.0(305) 











































































年。明治８年全国小学校教員総数 4,45万人のうち女性教員 793人（1,8%）である。 
⑫ 文部省統計調査課『学校基本報告書－昭和 47年度－』全国小学校教員総数、381,574名
のうち、女教員は 199,863名 52,4%である。 
⑬ Kolner, Zeitschrift fur Soziologiue and Sozialpsychologie, XXⅡ, S.39.1970. アメリカ合衆国
















(21) 竹内利美「教師の社会的地位」海後宗巨・牧野巽編集代表『講座 教育社会学』第Ⅴ 
  巻、東洋館出版社、166頁、1953年。 
(22) 山地英太郎「女教師として生きる」大島・竹内・渡辺共編『女教師の記録』文教書院、 

















  黎明書房、322頁、1971年。 
(31) 野坦義行「学閥の生態」新堀通編『学閥』福村出版社、133～183頁、1967年。中 
  村・高津・筆谷・居安・小関「大阪市初等教育会における学閥」『社会学評論』58 




  戦後日本の教育改革８』東大出版会、167頁、1971年。 
(34) 山田昇「学科課程の改革」海後宗巨編『教員養成－戦後日本の教育改革８』東 
  大出版会、54頁、1971年。 
(35) 『教育社会学辞典』東洋館出版社、258頁。Amitai Etz-ioni 渡瀬浩訳『現代 
  組織論』至城堂、134頁、1967年。鈴木重信・池田進共著『現代の教師』第一法規 
  49～50頁、1968年。竹内洋「準・専門職業としての教師」社会学研究会『ソシオロ
ジ』56号、70、102頁、1972年。 
(36) 竹内好「教師の役割と教師の自覚」『岩波講座 教育』第８巻、岩波書店、37～ 
  69頁、1972年。堀江正規「教育労働者について」『岩波講座 現代教育学』第 18 
  巻、岩波書店、325～348頁、1961年。堀江正規「教育労働者について」国民教育 
  研究所編発行『国民教育研究』第 5号、36～43頁、1962年。芝田進午「教育労働者 
  の課題」国民教育研究所編『現代日本教師論』日本教職員組合、41～64頁、1966年。 
(37) 永井道雄編『教師－この現実－』三一書店、1957年。 
(38) 田中義章『社会学評論』85号、有斐閣、52頁、1971年。 























― 東京都内公立小学校を中心に ― 
                



































































































































































8) そ      の      他 0 
50.0% 
( 1) 



























































































































































8)  大学院修了（国・公私立含む） 0 0 0 
100.0% 
( 1) 





















































































































































































































































































( 1)   
    
87.5% 
( 7) 





















































































































































































































































































































  わが国の首都で都道府県別において男女ともに教師の数が最高である。 
(2)財源 




  1979年1月下旬。 
(4)母集団 
  1979年東京都内公立小学校教員総数36,523名の内女性教師22,274名(産休教員等除く)。 
  1979年1月10日現在 
(5)抽出台帳 
  東京都職員組合・東京都高等学校教職員組合共編『東京都公立学校教職員名簿』 
1978年版。 
(6)抽出方式 
  年齢層別・地区別比例配分を行い、その中より無作為抽出法による。 
(7)サンプル 
  計画＝2,000(管理職は除く)、 回収数＝565、回収率＝28.3％。 
(8)調査方法 
























































































などに少ないという状況である（2010（平成 21）年 4月現在）。 
管理職・指導者としての校長に昇進している教師は、長年の教職経験を積んで、教師と
いう職業を十分に理解し自分の性格などをさらに慎重に検討した上で、教職の道を選択し
た者が多いことが判明した。また地域別における校長の意識の特色は、都会（東京）は価
値観の多様化、地方（長野県）は保守的な傾向が強く見られた。 
 管理職への昇進志向は、出身校別にみると、「純系」が「傍系」よりも多いことが明らか
になった。「傍系」の女性の場合は昇進志向は皆無である。さらに性別では、圧倒的に男性
教師の管理職志向が多いことも明らかになった。今日、「女性教師の時代」といわれている
にもかかわらず、管理職層への志向が弱いのである。この「管理職を志向しない理由」と
しては、「教育者型」が圧倒的に多いためであると考えられる。このように女性管理職の輩
出率が低下している要因としては、「現在以上に責任のある役割を求めようとしない」、「職
場の長とならなくてもよいという女性教師自身の甘え」、あるいは「校長や責任者になる恐
れ」などがあるために、管理職への昇進志向が放棄されているのである。その結果、女性
教師は教員組織において周辺的な存在となっており、この事実は、1955 年代の調査結果と
何ら変化がない。その後、社会情勢が急速に進歩しているにもかかわらず、初等教職界は
依然として停滞しているのである。教職界における女性教師の質的向上のためには、本人
の意識の向上を高めるとともに、職場全体における教育生活環境の改善が必要であろう。
そして管理職就任の機会と動機づけをできるだけ多くつくることである。 
「Ⅳ女性教師の教職意識の分析」では、女性教師の意識の変遷、教職選択、派閥（学閥）
意識、就職動機、継続希望とその理由、昇進（管理職）希望、階層帰属意識と生活信条、
供給源としての社会階層、教育労働者意識、政治意識などについて考察してきた。 
 女性教師という職種の特質としては、①男女同一労働・同一賃金、②高学歴、③永年勤
続の可能性、④社会的に安定した地位、といったことが挙げられる。 
代表的な女性職業として古い伝統をもつ小学校女性教師は、1875（明治 8）年には僅か
1,8％を占めるに過ぎなかったが、今日（2006年）では 64，9％と半数以上を占めるに至っ
ている。いつの時代でも教師は、常に中間層ないし中流の階層出身者が大部分であって、
上流あるいは下層から教師になる者は少なかった。しかし開放制教員養成時代になると、
旧制時代より比較的高い階層出身者が多くなり、階層移動（上昇移動）が盛んになった。
この女性の職場進出の社会的要因としては、①消費生活水準の上昇と合理化による余暇時
間の増大、②女性教育水準の向上、③社会的参加意識の向上、といった理由が考えられる。 
戦後、教員養成制度が改革され、戦前の学校体系における閉鎖的な師範学校制度を廃止
し、一般大学でも資格取得できるようになった。総体的に教師として適格者と考えられる
モデル・パターンは、「就職動機づけ（価値志向・適職両型）→継続志望意志（有）→継続
志望理由（生き甲斐・適職両型）→昇進希望意志（有）」といった各項目の連続性の一連パ
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ターンであるといえよう。このパターンには地域格差があり、例えば、長野県は女性教師
数が全国最低であった。しかしながら、問題はこのような女性教師に関する調査資料その
ものが殆ど皆無に近い状態であったことである。それがまた女性進出の様々な進学阻止の
要因ともなっていたのである。こうしたことから、筆者は「女性教師の実証的研究」を長
年継続し、かつこれらの考察結果が少しでも発掘と公開に寄与できれば幸いである。 
最後に言いたいことは、これからの教師像は、「プロフェッショナル教師」（高度専門職
業人）としてきちんと位置づけられ、そのさらなるエンパワーメント（自強）の理論化と
モデル化とシステム化を図っていくことが極めて重要であると考えている。 
